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第１章 総   則 （第１条－第３条） 

第２章 予算の編成 （第４条－第８条） 

第３章 予算の執行 （第９条－第１１条） 

第４章 予算の補正 （第１２条－第１４条） 

第５章 予算の繰越 （第１５条－第１６条） 

第６章 実績の報告 （第１７条） 

第７章 雑      則 （第１８条） 

附 則 

 

第１章 総 則 

 

（目的） 

第１条 この規則は、独立行政法人国立青少年教育振興機構会計規程（以下「会計規

程」という。）に基づき、独立行政法人国立青少年教育振興機構（以下「機構」と

いう。）における予算の適正かつ効率的な運用を図ることを目的とする。 

 

（適用範囲） 

第２条 この規則は、機構における予算の編成及び計画に基づく執行管理並びに執行実

績の報告等に関する会計業務について適用する。 

 

（定義） 

第３条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

一  予    算 独立行政法人通則法（以下「通則法」という。）第29 条に規定

する中期目標を達成するため、機構の業務運営に関する計画を計数化したもので



あり、通則法第30条第1項に規定する中期計画に措置される予算を「中期計画予

算」いい、通則法第31条第1項に規定する年度計画に措置される予算を「年度計画

予算」という。 

二  予算執行計画 年度計画予算に関する執行計画をいう。 

三 収 入 予 算 支払いの財源となるべき現金の収入見積額の総額をいう。 

四 支 出 予 算 予算を執行するために必要な現金の支払いにかかる見積額の総

額をいう。 

 

第２章 予算の編成 

 

（予算編成方針） 

第４条 理事長は、会計規程第１３条第１項の規定に基づき、事業年度ごとに予算編成

方針を策定する。 

２ 理事長は、予算編成方針を策定する際は、予算の配分に評価結果を反映させる。 

３ 理事長は、予算編成方針を決定したときは、速やかに予算責任者に通知する。 

 

（年度計画予算の編成） 

第５条 予算責任者は、予算編成方針に基づき、予算執行計画書（別紙様式１）により

予算執行計画案を作成し、事業の実施計画とあわせて理事長に提出しなければなら

ない。 

 

（年度計画予算の決定） 

第６条 理事長は、会計規程第１３条第２項の規定に基づき、各予算単位から提出され

た予算執行計画案を基礎として、機構の年度計画予算案を作成する。 

２ 理事長は、毎事業年度開始前までに、機構の年度計画予算及び予算執行計画を決定

する。 

 

（年度計画予算の配分） 

第７条 理事長は、年度計画予算及び予算執行計画が決定したときは、会計規程第１３

条第４項の規定に基づき、速やかに各予算単位へ配分し、毎事業年度開始前までに

予算配分通知書（別紙様式２）により予算責任者へ通知する。 

２ 理事長は、前項の規定にもかかわらず、特別な理由によりやむを得ないと認めたと

きは、支出予算について、収入予算の執行をもって配分に替えることができる。 

３ 理事長は、追加の予算措置に備えるため、年度計画予算の一部を留保することがで

きる。 

４ 予算責任者は、第１２条（予算の補正）及び第１５条（予算の繰越）の規定による



通知を受けたときは、速やかに予算執行計画を修正し、理事長へ提出しなければな

らない。 

 

（予算単位内の予算配分） 

第８条 予算責任者は、所掌する予算単位内において、年度計画予算を配分するとき

は、年度計画予算の予算執行計画に基づいて行なわなければならない。 

 

第３章 予算の執行 

 

（収入予算の確保） 

第９条 予算責任者は、予算執行計画に基づき、収入予算に定める収入額の確保に努め

なければならない。 

 

（支出予算の執行） 

第１０条 予算責任者は、配分された年度計画予算の範囲内で、予算執行計画に基づ

き、支出予算を執行しなければならない。 

２ 予算責任者は、年度計画予算における収入予算として予定されていない収入を財源

とする業務の執行については、当該業務の執行単位ごとに必要とされる額が収納さ

れた後でなければ、これを執行することができない。ただし、理事長が特別な事情

があると認めるときは、この限りではない。 

 

第１１条 予算責任者は、常に所掌する予算単位の執行残高を把握し、予算の執行状況

を明らかにしておかなければならない。 

２ 理事長は、必要があると認めるときは、予算責任者に対し、予算執行状況報告書（別

紙様式３）等の提出を求め、調査又は指示することができる。 

 

第４章 予算の補正 

 

（予算の補正） 

第１２条 会計規程第１５条に規定する予算の補正とは、次の各号の一に掲げるものを

いう。 

一 予算の追加 追加措置のための予備費等の配分 

二 予算の変更 収入の増減等に伴う予算の増減 

三 予算の流用 予算単位間及び予算単位内における予算科目間の予算の増減 

 

 



（予算の追加又は変更手続） 

第１３条 理事長は、次の各号に掲げる事由により、前条第１項第１号又は第２号に規

定する予算の追加又は変更の必要があると認めるときは、追加又は変更の配分を行

う。 

一 理事長が、機構の運営状況を勘案し、既に配分した年度計画予算を追加又は変

更する必要があると判断するとき 

二 予算責任者が、予算追加・変更申請書（別紙様式４）により、理事長に予算の

追加措置又は変更措置の申請したとき 

２ 理事長は、前項の規定により、年度計画予算の追加又は変更を決定したときは、速

やかに追加配分又は変更配分し、予算配分通知書（別紙様式２）により当該予算責

任者に通知する。 

 

（予算の流用手続） 

第１４条 理事長は、次の各号に掲げる事由により、第１２条第１項第３号に規定する

予算の流用の必要があると認めるときは、これに基づき年度計画予算の配分額の振

替えを行う。 

一 流用元の予算責任者が、所掌する予算単位の年度計画予算を、他の予算単位の

年度計画予算に流用して執行する必要があるとして、予算流用申請書（別紙様式

５）により申請をしたとき 

二 予算責任者が、予算単位における年度計画予算の人件費、事業費、管理運営経

費の支出予算科目を超えて執行する必要があるとして、予算流用申請書（別紙様

式５）により申請したとき 

２ 理事長は、前項第１号及び第２号に規定する予算の流用の必要があると認めると

きは、速やかに予算流用通知書（別紙様式６）により当該予算責任者に通知する。 

 

第５章 予算の繰越 

 

（予算の繰越） 

第１５条 理事長は、会計規程第１６条の規定に基づき、法令及び独立行政法人会計基

準等に合致する場合に限り、支出予算を翌事業年度に繰り越すことができる。 

 

（繰越の手続） 

第１６条 予算責任者は、前条の規定に該当し、翌事業年度に繰り越さなければなら

ない支出予算があるときは、予算繰越申請書（別紙様式７）を作成し、２月末まで

に理事長に提出しなければならない。 

２ 理事長は、支出予算の繰越を認めるときは、第６条第２項の規定に準じて決定す



る。 

３ 理事長は、前項の規定により支出予算の繰越が決定したときには、速やかに予算

繰越通知書（別紙様式８）により当該予算責任者に通知する。 

 

第６章 実績の報告 

 

（予算の執行結果に関する報告） 

第１７条 予算責任者は、事業年度終了後、会計規程第１７条の規定に基づき、年度計

画予算の執行結果を、経理責任者に報告しなければならない。 

２ 会計規程第１７条に規定する書類は、次の各号に掲げるものとする。 

一 予算執行実績報告書（別紙様式９） 

二 事業の実施報告書 

三 その他必要な書類 

３ 経理責任者は、前項各号に掲げる書類に基づき、通則法第３８条第２号に規定さ

れている決算報告書を作成し、財務諸表等とあわせて理事長に提出しなければなら

ない。 

 

第７章 雑 則 

 

（実施規定） 

第１８条 この規則に定めるもののほか、この規則の実施に関し必要な事項は、別に

定める。 

 

（改廃） 

第１９条 この規則の改廃は、理事長が行う。 

 

附 則 

この規則は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

 



様　式　１
理　事　長　　　殿 予算単位（部門名）

予算責任者：

４月 ５月 ６月 計 ７月 ８月 ９月 計 １０月 １１月 １２月 計 １月 ２月 ３月 計

■支出科目■

■収入科目■

予 算 執 行 計 画 書

事　業　予　算　科　目 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 備考

(単位：千円)

総計



様 式 ２

独国△△第□□号
□□年○○年△△日

予算責任者
国立○○青少年○○の家所長　殿

独立行政法人　国立青少年教育振興機構
　　理事長　　○　　○　　○　　○

　　○○年度の当初予算について、下記のとおり貴施設・部署に配分することとしましたので通知いたします。

（単位：千円）

【支出予算】

【収入予算】

合　　　計

配分額 差　額要求額

予 算 配 分 通 知 書

記

事　　　項 備　　考



○○年○○月○○日　現在 様　式　３

理　事　長　　　殿 予算単位（部門名）

予算責任者：

４月 ５月 ６月 計 ７月 ８月 ９月 計 １０月 １１月 １２月 計 １月 ２月 ３月 計

■支出科目■

■収入科目■

(単位：千円)

予 算 執 行 状 況 報 告 書

事　業　予　算　科　目 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 備考総計



様 式 ４

△△第□□号
□□年○○年△△日

理　事　長　　　殿

予算単位(部門名）：
予算責任者名：

　　○○年度の予算について、下記のとおり追加・変更を申請いたします。

（単位：千円）

【支出予算】

【収入予算】

合　　　計

変更額 差　　額配分額

予算追加・変更申請書

記

事　　　項 理　由　・　原　因



様 式 ５

△△第□□号
□□年○○年△△日

理　事　長　　　殿

予算単位(部門名）：
予算責任者名：

　　○○年度の予算について、下記のとおり予算の項目について変更が生じることと

なりますので申請いたします。

（単位：千円）

予 算 流 用 申 請 書

記

理　　由
流　　用　　元

部門名・事業予算科目
流　　用　　先

部門名・事業予算科目
流用額



様 式 ６

独国△△第□□号
□□年○○年△△日

予算責任者
国立○○青少年○○の家所長　殿

         独立行政法人　国立青少年教育振興機構
理事長　　○　　○　　○　　○

　　○○年度の当初予算について、下記のとおり流用を承認しましたので通知いたします。

（単位：千円）

予 算 流 用 通 知 書

記

流　　用　　元
部門名・事業予算科目

流　　用　　先
部門名・事業予算科目

流用額 備　　考



様 式 ７

△△第□□号
□□年○○年△△日

理　事　長　　　殿

予算単位(部門名）：
予算責任者名：

　　○○年度の予算について、下記のとおり支出予算の項目について繰越が生じることと

なりましたので承認願います。

（単位：千円）

予 算 繰 越 申 請 書

記

理　　由
繰越予算額

予算額 決算額
繰越事業予算科目

繰越金の使途



様 式 ８

独国△△第□□号
□□年○○年△△日

予算責任者
国立○○青少年○○の家所長　殿

         独立行政法人　国立青少年教育振興機構
　　理事長　　○　　○　　○　　○

　　○○年度の当初予算について、下記のとおり繰越を承認しましたので通知いたします。

（単位：千円）

予 算 繰 越 通 知 書

記

繰越予算額繰越事業予算科目 備　　考

繰越金の使途



○○年○○月○○日　現在 様　式　９

理　事　長　　　殿 予算単位（部門名）

予算責任者：

４月 ５月 ６月 計 ７月 ８月 ９月 計 １０月 １１月 １２月 計 １月 ２月 ３月 計

■支出科目■

■収入科目■

(単位：千円)

予 算 執 行 実 績 報 告 書

事　業　予　算　科　目 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 備考総計


